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費用便益分析の厚生経済学的基礎
、一 「ボー ドウェイ ・パ ラ ドックス」 は費用

便益分析 の障 害にはな らない一

岡 敏 弘

費用便益分析は,カ ル ドア 〔7〕 ・ピ ックス 〔5〕 に よって提案 された 「補償

原 理」 とい う厚 生経 済学 的基 礎の上 に打 ち立て られ てい る。

一般 に経 済的変化 は,あ る人 には利益 を もた らし,あ る人 には損失 を与 え,

したが って単純 にそれがパ レー ト改善 を もた らすか どうかは言 えないけれ ども,

そ のよ うな経済 的変 化に関 して も,変 化 に よって得 をす る入 が,変 化 によって

損 をす る人 にそ の損失 を補償 した として.な お 手元 に利 益が残 るならば,そ の

よ うな変化は 「潜在 的パ レー ト改善」 を生 む と言 い,効 率性 の観 点か ら望 まし

い と考 えるとい うのが補償原理で ある。潜在的 パ レー ト改善 を生 むか否か とい

う判定 を 「補償 テス ト」 と呼ぶ。

そ して,経 済 的変化の利得 ・損失の貨幣 的尺 度 としての補 償変 分(し ば しば

「CV=compensatingvariation」 と書 く)を,関 係す る諸個 人す べて にわた っ

て合計 した もの(以 後 「ΣCV」 とも書 く)が 正 であれ ば,そ の変化 は補 償 テ
　

ス トを満たす こ とになる とい う観点 か ら,ECVが 正 に なるか負 になるか を計

算 して,そ の結果 によって変化 の採否 を勧告す るとい うのが費用便益分析 であ

る。

しか し,ボ ー ドウ ェイ〔3〕は,補 償 テス トが満 たされ ない ときで もΣCV>0

とな りうる し,逆 に補償 テ ス トが満た され て もΣCV〈0.と な りうる ことを示

して,補 償変分 の社会的 総計 は補 償テス ト満足 の指標 には な らない と主張 した。

これ に対 して ミシャン〔10〕が反論 した。彼の結 論は,ECV>0は 補 償 テス ト

満足 の十分 条件 であ るとい うことで ある。だが,そ の結論 は,ΣCV<0か っ
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補 償 テス ト満足 とい う場 合 を排 除 しない し,こ の場合 の 「補償 テス ト」 は,潜

在的 パ レー ト改善 を生 むか否かの適切 な基準 である,い わゆ る 「カル ドア=ヒ

ックス ・テス ト」 とは違 うものなのであ る。

補償変分 を社会 的に集計す るとい う手続 きは,事 実上,補 償原理 に数量 的表

現 を与 え,そ れ を現実に適 用す る唯一の方法 である。 それ ゆえ.こ のいわゆ る

「ボー ドウェイ ・パ ラ ドックス」 は,他 のい くつか のパ ラ ドックス とともに,

補 償 原理 の論 理的欠陥 を示す もの として しば しば と りあげ られ る(奥 野 ・鈴村

〔13〕345-7ペ ー ジ)D。 そ れ らの欠陥 を重視す る人 々は,厚 生経済 学の基礎 とし

ての補 償原理 に見切 りをつ け,衡 平 にかかわ る価値判 断 を統合 した 「社会的厚

生 関数」 を構成す る方 向に期待 をかけ るのであ る(鈴 村〔18〕)。

しか し,そ のよ うな関(函)数 は,い まだ中身 の入 った ことの ない函(は こ)

に す ぎない。本稿 は,こ れ に対 して,補 償 原理が.多 数の費用便益分析 の実際

の計測事例 によ って,少 な く と も 「地に足 をつけてい る」(Mishan〔9〕ln

〔1〕p.209,邦 訳316ペ ー ジ)と い う点 を評価 しよ うとい う立場 に立 つ。す な

わ ち,「 ボー ドウェイ ・パ ラ ドックス」 に関す るすべ ての議論 に共通す る誤 っ

たEcv概 念 の把握 を正 し,そ の上 で,費 用便益分析 が実際 に適 用 され る状況

においては,こ のパ ラ ドックスは,費 用便益分析 の補償原理 による基礎 づけに

とっての障害 にはな らない とい うことを示 そ うと思 う。

もっとも,本 稿 は,補 償 テス トや 費用便益分 析が,完 全 な経 済 的 福 祉 の

基 準であ る と主張す る ものではない。 その限界 については別稿 で 改 め て 述 べ

るが,限 界 もまた,「 地 に足 をつ けた」分 析の中か ら出て くる べ き な の で あ

る 。

1)こ のほかの論理的 欠陥 と しては,「 カル ドア=ピ ッ クス ・テス ト」 に よってある状態皿が状態

1よ りも効率的で あることを示 された とぎ,社 会が状態Hを 採択す る と,今 度 は この同 じ基準 に

よってHよ りも1が 効率的 であ ることが示 され うるとい う 「シ トフスキ ー ・パ ラ ドックス」 と,

そ の難点 を克服 するために提案 された 「シ トフスキー基準」 が推移性 をもたない とい う 「ゴーマ

ン ・パ ラ ドックス」 が挙げ られ てい る(奥 野 ・鈴村 〔13〕341-3ペ ージ)。
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1ボ ー ドウ ェイ ・パ ラ ドックス

ボー ドウェイが示 したのは,

① ΣCV>0は 補 償 テス ト満足のた めの十分条件 にな らない とい うこ と.

② 補償 が生 産可能性 フFテ イア上 での点 の移動 を含んで もよい とい う緩

い 「補 償」 解釈の場合 には,ΣCV>0は 補 償 テス ト満足 の必要条件 に も

な らない とい うこ と,

の2点 で ある。

これ を示す ために,彼 は,シ トフスキ ー〔15〕以来 の2人2財 か ら な る 枠 組

を使 ってい る。 これ は一 般 均 衡論的枠組 であ ると一 般 には理解 さ れ て い る

(Mishan〔12〕PP,ユ74-5)。 そ の場合,こ の枠組 は,社 会 がた った2人 の個人
コ コ コロ サ

とただ2種 類 の財 とか らな って い る特殊 ケースを扱 ってい るのだ と解釈 され て

いる(Ruiz・Castillo〔14〕p.36)。 しか し,こ れ は現実 には決 して起 こらない

特殊 ケースであ る。

本稿 ではそ うした解 釈 をとらない。す なわ ち,社 会 は,現 に社 会にい る数だ

けの人 々か ら成 り立 ってい ると考 えてよいが,い ま採 用す る分析の枠組 にお い

ては,そ の中の ある2人 の個人 か らなる小社会 が切 り取 られてい るのだ と解釈

す る。 そして,社 会 は,現 にそ こに存在 してい るだけの数 の財か らな ってい る

と考 えてよいが,問 題 に してい る1つ の財のほか のすべ ての財 を一括 して 「他

の財一般」 として扱 い,一 般的購買力 として の貨幣 によ ってそれ を代表 させ る。

す なわち,2財 とは問題 にしてい る財 と貨幣 との ことであ ると解 釈す るの であ

る。 これは,2人2財 の枠組.の部分分 析(partialanalysis)2'的 解 釈 と言 ってよ

いであ ろう。

さて,① を示すた めに,、ボー ドウェイは最初 に純粋 な分配 のみ の変化 を考え

た(〔3〕p.932)。

2)「 部分分析」というのは 「一般均衡分析」に対する 「部分均衡分析」というのとほぼ同じ意味.

であるが,規 範的経済学である厚生経済学は,必 ずしも均衡分析ではないので,「 部分分析」と

呼ぶ。
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図1の 横軸 には財Xの 数量 ¢,縦 軸 には貨幣の数量 ツが とってあ り.こ の平

面上 の点.は財Xと 貨幣 との数量の組(以 下,単 に 「組」 とも呼ぶ)を 表 してい

る。Ω。は,2人 の個人AとBが 利 用で きる財 と貨幣 との 合 計の組(以 下.単

に 「合計の組」 とも呼ぶ)を 表す点 である と同時に、個 人Bに 分 配 され る財 と

貨幣の組 を表すた めの原点 で もあ る。 すなわ ち,Ω 。の各人 への分 配 も この平

面上の1点 で表 され,例 えば点d.は,全 体 で 恥 だけの財Xが 個人Aに η,個

人Bに 苅一κ.分 配 されてお り,ッ。だけの貨幣が個人Aに ッ』,個人Bに ッo一ッA

分 配 されてい る ことを表 している。

a,,α 、は個人Aの,う 、,う2は 個人Bの 財Xと 貨幣 との間の無差別曲線 で あ り
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それらの接点の集合020は 「契約曲線」 と呼ばれ るものである。契約曲線上

の点4、 か ら同 じく契約曲線上の点42へ の変化は当然補償テス トを満たさな

いo

一 方 ,ボ ー ドウ ェイによれ ば,こ ・の 凶 か ら ゐ への変化 の個 人Aに とって

のCVは,線 分DFの 長 さに等 しい。 なぜ なら,CVd"「 新 旧 の 無 差別 曲線

(α、とQ2)間 の距離 を新 しい価 格比率(42に お け る α2の 接線 の傾 き)に よ

って測」(〔3〕p.936)つ た ものだか らである。同様の考 え方に基づ いて.同

じ変化 の個人Bに とってのCVは 線分EFの 長 さに マイナス をつ けた ものに等

しい。 したが って,ECVは 線分DEの 長 さに等 しくな る。 これ は正 であ る。
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つ ま り,補 償 テス トが満た され ないのに,補 償変分 の社会 的総計 が正にな るの

である。

同 じこ とは,「 合計 の組」 の変化 を伴 う移行 について も示 され る(〔3〕PP.

932-934)。 図2で,分 配4ユ を伴 う合計 の組91か ら分配42を 伴 う92へ の

移行 は補償 テス トを満 たさ ない。なぜな ら,こ の変化 に よって得 をす る個人A

は,無 差別 曲線 α、を含んでその右 側の範囲 で変化 の成果 を手放 して も元の水

準以上 の満足 を維 持す ることが で きるが.こ の変化 に よって損 をす るBは,無

差別 曲線b,'一 これ は う、を ρ、か ら92へ 向か う方向へ線分 Ω、42の 長 さだ

け平 行移 動 した もので ある一 の左側 の範 囲に入 るまで補 償 され ない と元 の満

足水 準 を回復 できず,こ の2つ の領 域は共通部分 を もた ないか らである。

このこ とは,α 、,う、に よって表 され る満足 の分 配 に対応 した(2、 を通 る 「シ

トフスキ ー ・フ ロンティア」11一 これ は,a,と う1と が常に接す るよ うに う1

を動 かす とき,う1に とって の原点が とる軌跡 であ る一 が92の 上方 を通 って

いる とい うことと対応 してい る。

ところが,さ きほ どの場 合 と同 じ考 え方 による と,ECVは 線 分DEの 長 さ

に等 しく,正 にな るのであ る。

以 上に よってECV>0が 補 償 テス ト満足 の十分条件 ではない ことが示 され

たので あるが,こ れ までの議論 は,補 償 とは,合 計の組 を所 与 として その枠 の

中での分 配 のみ を変化 させ る ものだ とい う解 釈 を前提 としていた。 その解釈 を

緩 め,補 償 に ともな って合計 の組 が変 化す ることを許容 す る も の とす る と,

ΣCV>0は 補 償 テス ト満足 の必要条件 で もない とい うこ とを.次 にボー ドウ

ェイは示 した(〔3〕PP.934-937),

図3で,必 か ら ㊥ への分配 変化 を伴 うQ1か らG2へ の移行 のΣlCVは.

線 分DEの 長 さか ら線 分DFの 長 さを差 し引 いた もの(一EP)で あ り,負 にな

る。 しか し,(⊇2が,(21よ り も外側 を通 る 「生産可能性 フロンティア」(PP')

の上 に乗 ってい るとす ると,緩 め られた解釈 におけ る補償 原理 にお い て は,

91よ り も右上 に位置す る点Q2へ の 「潜在的」移行が可能 であ り,こ の移行 は
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補 償テス トを満 たす。 したが って,ΣCV<0で も補償 テス トは満た され るこ

とにな る。

ECV>0が 補償 テス ト満足の必要 条件 で も十分 条件 で もない と し た ら.

ECVを 求 め る費用 便益分析 は補償 テス トの判定 をする ものでは な くなる。一

方,費 用便 益分析は補償 テス トを実際 に数量的 に行 うもの として.こ れま で考

えられ ていた唯一の もの であ るか ら,そ れ が役 にたたない とすれば.補 償 テス

ト自体 の実行可能性 はない とい うことにな る。 さらに,ボ ー ドウ ェイによる と,

ΣCV>0が 補 償 テス ト満足 の指標 にな りうるのは,「 所得 の社会的限界効用

が すべ ての個人 につ いて全 く同 じであ る」 場合だけ であ り,し た が って,も し,
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費 用便 益分 析 を補 償テス トと して使 うと言 い張 るのな ら..そ れ は,こ の よ うな

特殊 な場合 を前提 に してい る ことにな るが,そ れ は と りもなお さず,効 用 の個

人 間比較 を してい ることになる。 しか し,効 用 の個人 間比較 を認 めるので あれ

ば,補 償テス トな どとい う工夫 はは じめか ら要 らなか ったの であ る。以上 が.

ボ ー ドウェイの主張 であ る(〔3〕PP.938-939)。

IIミ シ ャンの反論

こ の ボ ー ドウ ェ イ の 議 論 に 対 し て ミ シ ャ ソ 〔10〕が 反 論 して い る。 ミ シ ャ ソ の
ロ コ 　 ロ ロ コサ

批判 の中心 は,CV43「 新 旧の無差別 曲線 間の距離 を新 しい価格 比率 に よって

測 った ものであ る」 とい うボ ー ドウ ェイの考 えに対 して向け られ てい る。 ミシ
コ コ コ コ

ヤンに よると,CVは,.新 旧 の現 に実現 され る財 の組 を表す 点の間の距離 を新

しい価 格比率に よって測 った ものだ と考 えるべ きなの である(〔10〕in〔11〕PP.

166-167)。 そ の考 え方 による と,図1で,個 人Aに とっての ♂、か ら42へ の

移行 のCVはDFの 長 さでは な くGFの 長 さであ り,個 人Bに とって の同 じ移.

行 のCVは 一EFで は な く,一GFで あ る。そ うす ると,Σ:CVは0と な り,

単 なる分配 の変化が補償 テス トを満 た さない とい う事実 と矛盾 しな くなるので

あ る。

「新 旧の無差別 曲線商 ゐ距 離 を新 しい価 格比率 によって測 った もの」 とい う

CVの 定義 に よって,ボ ー ドウェイは実は,同 じ合計 の組Qoの 下 での2つ の

分配 を比較 したのでは な くて,2つ の別 の合 計の組90と(～o'と(図1)を 比.

較 したのだ と ミシャンは言 う(〔10〕in〔11〕PP.ユ66-167)。90Fは,b,を α1

と接す るように保 ちなが ら右下方へ移動 させ,両 者 の共 通接線 がDD'に な っ

た ときの ろ1に とっての原点 であ る。90は 一種 の 「仮 説的 な」合 計の組 であ る

が,「 仮説 的補 償」 とは,仮 説的 な再分配 のみを意 味す るのであ って.仮 説的
コ じ

な組の変更 をその意 味 に含 ませ るのは間違 いだ とい うのが ミシ ャンの立場 であ

る(〔12〕pp.174-175)。

さて,こ のよ うな仮説的補償 の意 味の限定 とCVの 定義 とに基づいて,ミ シ
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ヤ ソは,ECVが 正 となる ことは,補 償 テス トが満た され るた めの十分条件 だ

とい うことを論証 した(〔10〕in〔U〕p.169)。 た だ し,こ の場 合の補償 テス

トは,こ れ まで論 じて きた もの とは違 って,い わゆ るシ トフスキ ーの 「逆 テス

ト」 の ことで ある。逆 テス トとい うのは,問 題に してい る移行 とち ょうど逆 の
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移行 が,こ れ まで述べ て きた意 味での補償 テス トを満た さないか どうか をチ ェ

ックす るもの であって,逆 向 きの移行 が補償 テス トを満た さないな らば,本 来

の移 行は逆 テス トを満 たす と定義 され る。今後 は,逆 テス トと区別 され た意 味

で の本来 の補償 テス トを 「カル ドア=ヒ ックス ・テス ト」 またはFK-xテ ス

ト」 と呼ぶ ことに しようa)り

図4で,41か ら 碗 へ の分配変 化を伴 う Ω1か ら92へ の変化 を考 えよう。

ミシ ャンのCVの 定義 に よる と,こ の変化 の個人Aに とってのCVはDGで あ

り,個 人Bに とワてのCV41-EGで あ る(た だ し,ゐ 、'は2、 か らQ2へ 向

か う方向へ線 分 Ω1Ω、の長 さだけ る、を平行移動 した もので あ り,Ω1Ω24∴4ユ

は平 行四辺形であ る)。 したが って,ΣCVは 十DEと な り,正 であ る。 また,

4ノ の定義 に よ り,こ れは 且Jと も等 しい。HJは,変 化後 の価格 ♪2で 評価

した,Ω 、と Ω止との価値 の差 ♪2(92一 Ω、)で ある。一般 に(21.か らQEへ

の変化 のECVは ♪2(Q2-Q1)に 等 しい。

12は α2,あ とい う満足 の分配 に対応 した シ トフスキ ー ・フロンティアであ

る。う2'はQ2か らQ1へ 向 か う方 向に線分9、(22の 長 さだけ あ を平行 移動

した ものである。Ω1はr2の 下 方 に位置 してい る。∫2と 尻 の定義 か ら.こ

の ことは,α2の 上側 の領 域 と 醒 の下 側の領域 とが重な り.ある部 分 を もた ない

こ とを意味 している。す なわ ち,92か ら9エ ム の変化はK-Hテ ス トを満 た

さない。 したが って,21か ら蛾 への変化は逆 テス トを満 たす。

それ ゆえ,ΣCV>0と 逆 テ入 卜満足 とが同時 に起 こ っているのである。 こ

れ は偶然 ではないQ

一般 に,変 化 が補 償テス トを満たすか どうか は,変 化 前の合計 の組 を通 る,

変 化前 の分 配に対応 した シ トフス キー ・フ ロンティアが.変 化後 の合 計の組の

下 を通 るか上 を通 るかに よって決定 で き,そ れ が下 を通 ることが,K-Hテ ス

トが満 たされ るため の必要十分条件 である。 したが ってまた,変 化後 の合計の

3)こ の用語法はミシャン(〔9〕in〔1〕p,177.邦 訳270ページ)に 従う。カルドア=ヒ ックス
・テストを 「カルドア補償原理」,「逆テス ト」を「ピックス補償原理」と呼ぶ場合もある(興

野 ・鈴村 〔13〕326ページ)。
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組 を通 る,変 化後の分配 に対応 したシ トフスキ ー ・フ 目ンテ イアが.変 化前の

組 の上 を通 るこ とが,逆 テス トが満 た され るための必要十分 条件 であ る。

一方ECV=pz(92一(⊇1)で あ るか ら,変 化前 の合 計の組91が 変化後の

組22を 通 る変 化後 の価 格線 の下 側 にある ことが,ΣCV>0の ため の必要十

分条件 である。 そ して,変 化後 の価格線 は,変 化後 の組 を通 るダ変化後 の分配

に対応 した シ;・フスキ.一 ・フ μソテイ アに接 す るの で.変 化前の組が,変 化後

の組 を通 る変化後 の価格線 の下側 にあ るな らば,そ れは必ず シ トフスキ ー ・フ

ロンティアの下側 にあ るので ある。それゆ え,ΣCV>0は 逆 テス ト満足 の十

分条件 なのであ る。,

ミシ ャンの反論 は ここまでであ る。 しか し,こ れ では,ボ ー ドウェイの批判

に対抗 して費用便益分 析の遂行 を擁護 す るのに十分 では ない。
コ じ コ コ コ コ 　

第1に,ボ ー ドウェイは,ΣCV>0が,逆 テス トの では な くて本 来のK一
　 コ コ コ

Hテ ス トの必要条件 で も十分 条件 で もない ことを問題 に してい る。実際,費 用

便益分析 が補償 テス トとして使 われ る とき,そ れがK-Hテ ス トの意 味で ある

こ とは明白であ る。 そ うでな い と,問 題 に して い る変化 が潜在的 パ レー ト改善

を もた らすか どうか の判定 にはな らないか らであ る。 ミシャンは ΣCV>0が

K-Hテ ス トの十分 条件 である ことは証 明 しえていないので ある。

第2に,か りに,ΣCV>0が 逆 テス トの十分条件 であ ることに意 味が ある

と して も,そ れ が必要条件 であ ることは保 証 され ない。したが って,ECV<0

で あ る として棄却 された経済 的変 化が,実 は補 償 テス ト(逆 テス ト)を 満 た し

て いた とい うことが あ りうるのであ る。

第3に,補 償 の定義 を緩めた ときにΣCV>0が 補 償 テス ト満足 の必要条件

で な くなる とい うボー ドウ皿イの議論 に ミシャソは反論 していない。

III組 の比較のための正しいCV

とはい え,ミ シャンの反論 の中心部 分は重要 な ものである。 それ は,組 を評

価 す るとき,「 仮説 的 な」組 を評価 しては な らない とい うことであ った。 この
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線 を押 し進 めるな らば,上 の第3の 反論 の不十分 な点 を克服す るこ とは容易 で

あ る。 つま り.ボ ー ドウェイの言 う緩 め られた補償 の定義 はまさに,「 仮説 的

補 償」の中 に 「仮説的 な組 の変化」 を含む ものだか らであ る(も っとも 補 償

の定義 を緩 めな くて も,ΣCV>0が 補 償 テ ス ト(K-Hテ ス ト)の 必要条件

で な くなることはあ りうるので,こ の点の反論 に成功 して もあま り意味は ない

が)4)。

他 の2つ の点 を克服す る道 も実は,こ の線 の延長上 にあ るのであ る。

4)仮 説的な組の変化とは,生 産フロンティア上の移動を指していた。本稿のような部分分析的枠

組の下で,生 産フPン ティアなるものを想定することは困難である。そこで,部 分分析的解釈を

採用した時点で渉でに,仮 説的な組の移動は考える必要はなくなったのだと考えてもよい。
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ボ ー ドウェイが組 を評価す る ときに 「仮説的 な」組 を評価 したのには理 由が

ないわけでは ない。彼は,数 量変化 のCVを 求め るべ きときに,価 格 変 化 の

CVを 紛 れ込ませて しまった のである。 その ことは,彼 が議論の準備段階 で行

ってい るCVの 説明か.ら類推 できる。

彼 は,図5に 基づいて,所 得 が ぬ か ら ッ2に 増 え,Xの 価 格 が ク、か ら ρ2

に上 昇す ることのCVは ッ2一鉤 に等 しい と述 べてい る(〔3〕p.930-931)。 そ

れ は正 しい。 しか し,こ の場合.評 価 され てい る変 化は,ッ 星か ら ぬ へ の所 得
ロ コ コ コ ロ ロ コ コ

の上 昇 とい う数量変化 と,ρ エか らp2へ の価格変化 との合成変 化であ る とい う

ことに注意 しなければ ならない。

ところが,ボ ー ドウェイがそれ以後 の議論 で問題 に してい るのはすべ て数量

のみの変化 であ る。.図5で 言 うと,点Aか ら点Bへ のXと 貨幣 との数量の変化

とい った ものが取 り上げ られ ているのである。所 得が 釦 か ら 舞 に増 え.X

の価格 がPiか ら ρ2に 上 昇す る変化 とと もに,実 際 の消費点 もAか らBへ と

変化す る。 しか し,CV評 価 の対 象 として見 た場合,2つ の変化 は異質であ る。
ロ サ 　 コ

そ して,点Aか ら点Bへ の数量 変化のCVは,変 化後 の点Bか ら,変 化前の点

Aを 通 る無差別 曲線1、 までの垂直 距離に等 し く,図5で は線分BDの 長 さに

よって表 され る。 これは 弛 一鈎 とは異 な る。 ボ ー ドウェイは この ッ2-Yoを も
ロ コ 　 コ ロ ロ コ コ コ コ ロ コ

って.点Aか ら点Bへ の数量変化 のCVで あ ると見誤 ったのである。 この2つ

は区別 しなけれぼ な らない。

この よ うに考 える と,組 を評価 す るときに 「伝説的 な」組 を評価 してはな ら

ない とい うミシ ャソの主張 は,数 量変 化のCVを 求め るときに価格変化 めCV

を紛 れ込 ませてはい けない とい うことに基 礎 をおか なければ ならない とい うこ

とがわか る。そ して そ うだ とす る と,ミ シャンのCVの 測 り方 も正 しくない と

い うことに なるの である。

正 しくは,例 えば図4で,41か ら ♂2へ の移動 の個人Aに とってのCVは,

42か ら σ、への垂直 距離 ゐKで あって,こ れ は ミシ ャソの補償変 分DGと は

異 な る。 同 じ変化 の個 人Bに とって のCVは る か ら ろ、Fへの垂直距離42Lに
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マ イナ スをつけた ものであ って,一EGと は 異 なる。

CVの この定義 を使 うならば,ΣCV>0はK-Hテ ス ト満足 のための十分

条件 にな る。なぜな ら,図4で,K-Hテ ス トが満 た され ない とす ると,無 差

別 曲線 α、の右 側の領域 と,わ1'の 左 側の領域 とが共通部分 を もたないので,42

か らの垂直距離 は,房 の方力1α、よ りも明 らかに大 き くな るか らであ る。

VI費 用便益分析の現実的状況

これ で,ミ シャンの反 論の不十 分 な点 の第1の もの も克服 された ことになる。

しか しなお,第2の 点 と同種 の ものが残 ってい る。つま りECV>0はK一H
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テ ス ト満 足の必要条件では ないのであ る。 したが って.費 用便益分析 の結果,

純 便 益が負であ ると して棄却 され た変化 が,実 は潜在 的 パレー ト改善 を もた ら

す とい うこ とが あ りうるのである。一般 的 には その よ うな場合 を排 除す ること

はで きない。 しか し,費 用便益分 析の現実的妥 当性 が問題 なのだ とす れば,費

用便 益分析が実際 に用い られ る状況 の中に,ECVテ ス トとK-Hテ ス トとが

一致す ると見 な して よい ものが多 く存在 す るか どうかを調べ ることに意 味があ

るであ ろ う。

K-Hテ ス トが満足 され るのにECVが 負 になるのは どうい う場合 で あるか

を考 えてみ よう。

図6で,分 配42を 前 提 にす るQ2が,角,う1の 効用分配 の下 での9星 を通

る シ トフスキー ・フ ロンティアの上 にあ るとす る。 す なわ ち,91か ら(～2へ

の移行後,関 係す る2人 の個人 を移行 前 とち ょうど同 じ効用水準 に とどめ るよ

うに補償 をす る ことが可能 であ る。一 方,4、 か ら42へ の移行 の,個 人Aに と

ってのCVは42E,同 じ移行 のBに とってのCVは 一421)で あ り,し たが って,

ΣCVは 一DEで 負 にな る。この場合QEの 少 し上 方 の点93(し た が って98

はK-Hテ ス トを満 たす)で,9且 か ら93.へ の 移行 のECVが 負 にな る ものが

存在す るであ ろう。

この事態 が生 じた原因は,財Xの 需要 に関 して正 の所 得効果が あるこ とであ

る。実 際.も し所得 効果 が ゼ 浮であ った ら,d2を 通 る契約 曲線FF'は 垂 直 と

な り,DはEに 一致す るのである。 そ こで,所 得効果が無視 で き る な らば,

K-Hテ ス トとΣCVテ ス トは一致す ると言 って よい。 と ころで,所 得効果 が

無 視で きるとい うこ とは,補 償変分 の近似 として消費者余剰 を用 い るための条

件 として.費 用便益分析 において しば しば前提 されて いる もoで あ る。 したが

って,費 用便益分析 において消費者 余剰の使用が許 され る場合 には,費 用便 益

分析 はK-Hテ ス トを行 ってい るもの と見 な してよいのであ るg

次 に,図7の う1や み2の ように,個 人Bの 財Xと 貨幣 との間の無差 別曲線 が

垂直 に折 れ曲が ってい るよ うな場合 を考 えよ う。 つま り,BのX需 要の価 格弾
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力性が きわめて小 さい場 合で ある。 このと き,シ トフスキー ・フ ロソテイ ァは,

そ れが基づ く満 足の分配 にお ける個人Aの 無差 別曲線 を平行 移動 した もの とな

る。 この よ うな場合,Bの 消費 で きるXの 量 が変化 によって減 らされ る ことが

ない とす る と,変 化 がK一 且テス トを満たす とき.必 ず ΣCVは 正 になる。

片方 の個人の問題 の財 に対 す る需要 が極 端に価格非弾力的 とい うの は特殊 な

仮 定で ある。 しか しこの仮定 は,費 用 便益分析が実際 に行われ る場合 を想定す

る と,そ れ ほ ど非現 実的 では ない。

費用便益分析 は,多 くの場 合,何 らかの財 を供給す る事業 につ いて,そ の便

.益 と費 用「を計算 す る。便 益は,だ れかがそ の財 の併給 を受け ることか ら生 ず る。
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他 方,費 用の内実 は,そ の財 の供給 のため に犠牲 にされた他 の財一般 の生産減

少か,ま た は,そ の財 の供給 に伴 って発生す るマ イナ スの外部効果 であ る。
ロ

K-Hテ ス トとECVテ ス トとの食 い違いが生 じるた めには,便 益 と費 用 と

が別 々の個人 に帰属 し,そ の結果,得 をす る人 と損 をす る人が生 じる とい うこ

とが必要 である。外部効果 の費 用については後で考察す ると して,い ま無視 す

ると,図7が 示 している ことは,価 格 が下 が った ら財 を買 うであろ う人 々が事

業 によって得 を し,事 業 の費 用は もっぱ ら,そ の財の新た な供給 に利害関心 を

もた ない人 々に対 して,一 般 的購 買力の剥奪 とい う形 で負わ され る場合 には,

K-Hテ ス トとΣCVテ ス トとは一致す る とい うこ とで ある。 これ は,費 用便

益分析 に とって珍 しい状況 ではない。

費用 が外部効果 の形 で生 じる場 合は どうであろ うか』財Xを,個 人Aに 効 用

を与 え,個 人Bに 不効用 を与 え る公共 財であ る と解釈す ると,そ のよ うな場合

を今 まで と同様 の図形 に表 す ことがで きる。図8(1)の α、は,こ れ まで と同様
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に,Xの 増 加に よって利 を得 る個 人Aの.Xと 貨 幣 との間の無差別 曲線 であ り,

図8(2)の わ1は,Xの 増 加に よって外部費 用 を被 る個人Bの 無差別 曲線 である。

Bに とって4txが 少 ない方が満足が大 きい。 シ トフスキ ー ・フ ロ ン ティア11

は,こ れ まで と同様 にa,と う、とか ら構成 され るが,今 度 はr,は,R1と う【

とを縦 に足 し合 わせ る ことに よって得 られ る。 拓はA.B両 者 に共通 の値 を と

るのである。

効 用分配 α、,ゐ、に対応す る1、 上 の点 Ω、か ら,為 の上側 の領域 にあ る任意

の点92へ の移行 はK-Hテ.ス トを満 たす。

図8(1)の う1は,原 点 を0ク1に とって図8(2)の う1の 上下 をひ つくり返 した

ものであ り,1、 と ρ、の定義 に よ り,そ れは Ω呈の真下 で α、 と交わ る。う、'

は,Q2と Ω、の ツの値 の差 だけ わ、を上 へ平行移動 レた もので ある。Q2に お

け る分配42がQ,D上 の どこに あろ うと,こ の変化 のAに とってのCVは 碗

か ら α1へ の垂直距離d,Fで あ る。他 方,Bに とってのCVは,42か ら ∂1'
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へ の垂 直距離42Eに マ イナス をつけた ものであ り,42Eはd,Fよ り も小 さい。

なぜ な ら,う 、'がFに おいてayと 交 わる とぎ,92は1,上 にあ り,.う1'がFの

上 を通 るか下 を通 るか に応 じて,92は11の 上 にあ りまた下 にあ るか らで ある。

したが って,費 用 が外部効果 の形 で生 じる場 合 にM,K-Hテ ス トとECV

テ ス トは一致す るのであ る。

この ように,① 所 得効果が無視で きる場合,② 費用 が もっぱ ら,事 業に よっ

て新 たに供給 され る財 に利害関心 を もたない人 々に対 して,一 般的 購 買 力 の

剥奪 とい う形 で負わ され る場合.③ 費 用が外部 効果 の形 で 現 れ る 場合 には.

zcv>0はK-Hテ ス ト満足 の必要条件 に もなるので あるg

Vむ す び

以上,ボ ー ドウ 土イ ・パ ラ ドックスは,費 用便益 分析が実際 に適用 され る状

況 にお いて は,費 用便益分析 の厚生経済学 的基 礎づ けにとっての障害 にはな ら

ない とい うことを明 らかに した。

ボー ドウェイの議 論 をさらに一般化 して定式化 したルイ ース=カ ステ ィー リ

ョ〔14〕は,ボ ー ドウェイ ・パ ラ ドックスが起 こらないための条件 は,各 個人 の

選 好が ホモ セテ ィックであって,か つ,す べての人の選好が全 く同 じである こ

とである と結論 づけてい る。 これは確か に 「途方 もな く強 い」(奥 野・鈴村 〔13〕

p.352)条 件 である。本 稿で明 らかに した,パ ラ ドックスが起 こらないための

条件 は全 く反対 であ る。

選 好が ホモセテ ィックである ことは,す べての財 の需 要 の所 得弾 力性 が1で

あ る ことを意味す る,こ れ に対 して,所 得効果が ゼロであるとい う.上 で明 ら

か に した第1の 条件 は.問 題の財の需要 の所得弾 力性 が0で あ ることを意味 し

て い るのであ る。

また,上 で 明らかに した第2の 条件 は,問 題の財に対 して,あ る人は選好 を

もってい るが,別 の人 は全 く利害 関心を もた ない とい うこ とを要求 して いる と

い う意味 で,ま た,第3の 条件 は,問 題の財が,あ る人 には喜 びを もた らす が,
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別 の人 にとって は迷惑 で しか ない とい うことを要求 して いる とい う意 味で,そ

れ ぞれ,人 々の選好 が同 じではな く,異 な って いる こと こそが,費 用便益分 析

が厚生経済学的基礎 をもつための条件 であ るとい うことを示 しているのであ る。

ルイ ース=カ ステ ィー リョが 「途方 もな く強 い」 条件 を導 いたのは,彼 が,

CV指 標 に極端 な一般化 を要 求 したか らで ある。 これ に対 して,本 稿 で導 いた

現実的条件 は,部 分分析 の特 徴を活か した結果 なの である。
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